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一般社団法人日本共済協会生活協同組合委員会作成の「共済事業を行う 
消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイド」等の一部改定について 

 
 
 共済事業を行う消費生活協同組合においては、共済事業の継続的かつ安定的な運営

を図ることにより、契約者保護が求められています。また、消費生活協同組合法（以

下、「法」といいます。）により、一定の要件に該当する場合を除き、共済計理人の選

任が義務付けられており、共済計理人は共済の数理に関する事項の確認を行うことと

されております。 
 このような観点から、一般社団法人日本共済協会の会員で構成する「生活協同組合

委員会」により、法第 50条の 12に規定された確認を行うための実務的な指針として
自主的に「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務指針要領」を

作成しておりますが、今般、「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の

実務ガイド」及び「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイ

ド例示集」の一部改定が行われましたので情報提供いたします。 
  
（別添） 
・『共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイド』および『同例示集』の改定につ

いて 
・「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイド」及び「同例示集」の改正案につ

いて 
別紙１「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイド」 新旧対照表 
別紙２「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイド例示集」 新旧対照表 
・「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務ガイド」 
 
 

別添資料の内容に関するお問い合わせは、下記までお願いいたします。 
＜連絡先＞ 〒１６０－００２２ 
    東京都新宿区新宿 5-5-3 建成新宿ビル 6階 
     一般社団法人 日本共済協会 企画部 
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